
 

 

 

 

記 載 方 法 に つ い て 
 

 

 

※ 申告書及び明細書の用紙が足りない場合は、コピーしてお使い下さい。 

清瀬市役所のホームページからダウンロード頂くこともできます。 
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1
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5

6

7

  ①

  ②

  ③

千 円

前年中に取得したもの    (ハ) 計((イ)ー(ロ)＋(ハ))       (ニ)

15  市(区)町村内

における事業所

等資産の所在地

十億 百万 千 円

航  空  機

合　　　計

取                               得                                 価                                額
資産の種類

構  築  物

機械及び

装置

船       舶

十億 百万百万 千 円

前年中に減少したもの    (ロ)

十億 百万 千 円

前年前に取得したもの     (イ)

有    ・    無

  9   増加償却の届出

10  非課税該当資産

11  課税標準の特例

 (電話                                                   )

個人番号又

は法人番号

 (電話                                  ) 14  青   色   申   告

有    ・    無

定率法・定額法

  8   短縮耐用年数の承認 有    ・    無

(電話                                  )

令和　　年度

13  税務会計上の償却方法

有    ・    無

有    ・    無

有    ・    無

令和　　年     月     日

   清瀬市長            殿 償却資産申告書(償却資産課税台帳)
※ 所  有  者  コ  ー  ド

所
 

有
 

者

1  住所

又は納税通

知書送付先

2  氏名

法人にあっ

てはその名

称及び代表

者の氏名

12  特別償却又は圧縮記帳

   (                            百万円 )

               年               月

(屋号                                               )

十億

6

車両及び

運搬具

16  借用資産

    ( 有 ・ 無 )

貸主の名称等

17  事業用家屋の所有区分 自己所有   ・   借家

工具、器具

及び備品

資産の種類 　評　　　価　　　額　　（ホ） ※　　決　　定　　価　　格　　（ヘ） ※　　課　　税　　標　　準　　額　（ト）

車両及び

運搬具

工具､器具

及び備品

合　　　計

構  築  物

機械及び

装置

船       舶

航  空  機

3

4

5

6

7

18  備考(添付書類等)

事 業 種 目

(資本金等の額)

事業開始年月

この申告に応ずる

者の係及び氏名

税理士等の氏名

受付印

1 住所・2 氏名 

住所・氏名（法人名）を記載して

ください。 

屋号があれば記載してください。 

 

3 個人番号又は法人番号 

個人の方は 12 桁の個人番号

を、法人にあっては 13 桁の法人

番号を右詰めで記載してくださ

い。 

 

6 この申告に応ずる者の係及び氏名 

この申告についてお尋ねすることがございますので、それに答えてくださる方

を記載してください（7 税理士等 が問い合わせ先となる場合は 7と同じ氏名）。 

7 税理士等の氏名 

税理士等が関与している場合に記載してください。 

8～14 短縮耐用年数の

承認等 

該当する方を○で囲

んでください。 

4 事業種目 

事業の内容を具体的に

記載してください。（複数

の事業を行なっている場

合は、主たる事業種目） 

5 事業開始年月 

個人の方は事業開始年

月、法人にあっては設立年

月を記載してください。 

15 市（区）町村内に

おける事業所等資産

の所在地 

資産所在地を記載

してください。 

16 借用資産 

リース資産等の有

無について、有の場合

は、貸主の名称、住所

等を記載してくださ

い。 

17 事業用家屋の所有

区分 

該当する方を○で

囲んでください。 

18 備考（添付書類等）※下記の事項等をご記入ください。 

1．前年中に資産の増減がなかった場合「増減なし」 

2．事業廃止や合併等があった場合 

「日付や事由、合併･被合併法人の名称等」 

3．課税標準の特例に該当がある場合 

「該当する特例の名称や適用条文」 

4．その他この申告に必要な事項 

取得価額 

昨年前に取得したもの（イ） 

昨年まで申告があった方

には、その申告に基づき取

得価額を印字しています。 

昨年中に減少したもの（ロ） 

 （イ）のうち、前年中に

減少した資産の取得価額を

記載してください。 

前年中に取得したもの（ハ） 

 前年中に新たに取得した

資産の取得価額を記載して

ください。 

※この欄には記載する必要はありません。ただし、電算 

処理により全資産を申告する場合は記載してください。 

 

（A）償却資産申告書の記載方法 

 



 

 

年

号 年 月 率 コード

01 1 1 5 2 02
十億 百万

1
千

521
円

700 10 0．
十億 百万 千 円 十億 百万 千 1・2

3・4

02 2 1 5 2 04 3 130 200 5 0． 3 / 4
1・2

3・4

課税標準の

特例対象

03 6 1 5 2 06 120 000 4 0．
1・2

3・4

H30年11月東

久留米市より

04 0．
1・2
3・4

05 0．
1・2
3・4

06 0．
1・2

3・4

07 0．
1・2

3・4

08 0．
1・2

3・4

09 0．
1・2

3・4

10 0．
1・2
3・4

11 0．
1・2
3・4

12 0．
1・2
3・4

13 0．
1・2

3・4

14 0．
1・2

3・4

15 0．
1・2

3・4

16 0．
1・2

3・4

17 0．
1・2
3・4

18 0．
1・2
3・4

19 0．
1・2
3・4

20 0．
1・2

3・4

小   計 4 771 900

パソコン

増

加

事

由

摘  要

外壁看板
円

脱アンモニア装置

取  得  価  額  

耐

用

年

数

減

価

残

存

率

価         額
課税標準

の特例 課  税  標  準  額

  1             枚のうち

株式会社 税務鉄工所 1                 枚      目

行

番

号

資

産

の

種

類

資 産 コ ー ド 資  産  の  名  称  等

                                     注意  「増加事由」の欄は、1 新品取得、2 中古品取得、3 移動による受入れ、4 その他のいずれかに○印を付けてください。

数

量

取得年月

令和      年度 種類別明細書(増加資産・全資産用)所      有      者      コ      ー      ド 所        有        者        名

 

＜資産の種類＞ 

 下記の資産の種類番号を記

載してください。 

１ 構築物 

２ 機械及び装置 

３ 船舶 

４ 航空機 

５ 車両及び運搬具 

６ 工具器具及び備品 

こ
の
欄
に
記
載
す
る 

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

＜取得年月の年号＞ 

 元号は「令和」に取得した

ものは「５」、「平成」に取得

したものは「４」、「昭和」に

取得したものは「３」と記載

してください。 

＜摘要＞ 

 課税標準の特例対象である場合にはその旨を記載してください。 

 また、移動等による受入れの場合移動年月や移動元について記載してください。 

＜増加事由＞ 

 該当する番号を○で囲んで

ください。 

 １ 新品取得 

 ２ 中古品取得 

 ３ 移動による受入れ 

 ４ その他 

（B）種類別明細書（増加資産・全資産用）の記載方法 

 



 

 

 

年

号
年 月

       1 売却    2滅失

       3 移動    4 その他

1 全部

2 一部

01 2 1 4 14 12
十億 百万

4
千

223
円

000 10 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

02 6 1 4 22 09 250 000 4 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

03 6
5
3

4 22 10
500
300

000
000

5 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

04 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

05 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

06 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

07 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

08 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

09 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

10 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

11 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

12 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

13 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

14 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

15 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

16 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

17 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

18 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

19 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

20 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 2

小   計 4 673 000

令和      年度 種類別明細書(減少資産用)所      有      者      コ      ー      ド 所        有        者        名     1       枚のうち

税務鉄工所 1     枚      目

行

番

号

資

産

の

種

類

抹 消 コ ー ド 資  産  の  名  称  等
数

量

取得年月
取  得  価  額  

耐

用

年

数

申

告

年

度

減少の事由及び区分

摘        要

プレス機 清瀬商事へ売却

パソコン

テーブル
5台(50万円)のうち2台(20万

円)分が減少

 

＜資産の一部が減少した場合について＞ 

 ２（一部）に○を付けて頂き、減少前の数量・取得価額に抹消線を引き、その欄内下

段に減少後の数量・取得価額、摘要欄に減少等の事由を記載してください。 

＜資産の種類＞ 

 下記の資産の種類番号を記

載してください。 

１ 構築物 

２ 機械及び装置 

３ 船舶 

４ 航空機 

５ 車両及び運搬具 

６ 工具器具及び備品 

＜年号＞ 

 年号は「令和」に取得した

ものは「５」、「平成」に取得

したものは「４」、「昭和」に

取得したものは「３」と記載

してください。 

（C）種類別明細書（減少資産用）の記載方法 

 

こ
の
欄
に
記
載
す
る 

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。 


